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〈論 説〉
世 界経 済 ブ ロ ック化 の新 動 向
石 崎 昭 彦
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世界経済に2大 経済ブロックを形成す る動 きが
現われてきた。アメ リカは米加 自由貿易地域の創
設を中心に通商 ブ ロックの形成を推進 してお り,
ECは 域 内市場の統合に乗 り出し,経 済同盟を一
段 と強化す ることに着手 した。
両経済 ブロックの人 口とGNPの 大 きさは第1
表の通 りである。米加両国を合わせ ると,総 人 口
は1986年 に2億6700万 人,GNP総 額は4兆6000
億 ドル,1人 当 りGNPは1万7000ド ル強であ り,
米加経済 の統合は世界で最 も豊かで巨大な経済地
域を創出す ることになろ う。EC12力 国の総人 口
は3億2200万 人余 と米加地域を上回わるが,経 済
規模 ではこれ に及ぼない。そのGNP総 額 は同年
に購 買力平価 による米 ドル換算額 で約4兆 ドル,
1人 当 りGNPは1万2000ド ルである。 しか し域
内経済統合の進展がその発展の潜在力を刺激 し,
経済の活性化に成功すれぽ,ECは 米加地域に匹
敵 しうる経済圏 とな りえ よう。
これ ら両地域における経済的結合 の進展は域内
の経済的国境の削減 ・撤廃 と域外差別措置に よっ
て大規模な経済 ブロックの形成に導 くものであ り,
自由貿易体制に大 きな打撃を与えることになろ う。
このような経済 ブ膠ック形成の新動 向は,こ れま
で世界経済の主導的中心国 として 自由貿易体制の
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〔出 所 〕 人 口,GNP(1),1人 当 りGNP(1)は,U.S.CentralIntelligenceAgency,HandbookofEconomicStatisties,1987p.24か
ら.GNP(2),1人 当 りGNP(2)は,U.S.Dept.ofCommerce,StatisticalAbstractoftheUnitedStates,.....p.806か ら.
Y)人 口 は1986年 央 の 人 口.
2)GNP(1)はOECD使 用 の1986年 購 買 力 平 価 に よ り米 ドル 換 算 し た もの.GNP(2)は1986年 の市 場 為 替 相 場 で 米 ドル に 換 算 し た もの.
2 世界経済 ブロック化の新動 向
形成拡大に指導的役割を演 じて きたアメリカがそ
の産業的優位 の後退に伴 ってその ような指導的役
割を果 しえな くなった とい う事情 に根差 してい る。
米加 自由貿易地域の創設はアメリカがその産業的
劣勢を挽回する一手段であ り,そ の挽回後はアメ
リカが再び世界経済の指導国にな りうる可能性を
秘め るものではあ るが,当 面はそれは世界経済 の
中心勢 力であったアメ リカが地域的勢力に後退す
る一局面を意味す ることになるのか もしれない。
世界経済においてその主導的中心国は経済上の
優位を喪失 したが,そ れに代わ る指導国が現われ
ていない状況 のもとでは,地 域的勢力を中心にい
くつかの経済 ブ ロックが形成 され る可 能 性 が あ
る。1)米加 自由貿 易地域の創設 とECの 経済的統
合はその ような分極化傾向の具体的現われか もし
れ ない。 しか し世界経済にはそれを統合する力 も
作用 している。米欧諸国の比較優位産業は 自由貿
易体制の支持勢力た りうるし,国 際経済的に優位
を占める日本は自由貿易体制の擁i護に死活的利害
関係を もっている。
とが で きる。
ガ ッ トの多角 的貿易 交渉 は 自由な国 際貿易 シス
テ ムを組織 す る最善 の方法 では あ るが,国 際貿 易
自由化 の新 たなル ール につい て ガ ッ ト加 盟国間 で
合意 に達 す るのは 容易 でな く,多 角 的貿 易交渉 は
長期 間 を要す る困難 な過 程 とな る。 そ こで ア メ リ
カ と しては新 ラ ウソ ドのた めに努 力はす るけれ ど
も,先 ず は利 害 の一致 す る国kと の間 で 自由貿易
地 域や 「ガ ッ ト ・プ ラス 」方 式 の協定 を取 り決め
る計 画で あ る し,あ るい は大幅 な貿易 自由化を達
成す る ことの で きる一 部 の主 要 通商 国が 「ス ーパ
ー ・ガ ッ ト」を作 る こ とを も考 えて い る。 いずれ
もガ ヅ トの最恵 国原 則か らの逸 脱 であ り,無 差 別
原則 は侵 蝕 され る ことにな るが,そ れ は状 況 の変
化 に よ るもので止む を得 な い こ とであ る。
この よ うな見解 は ア メ リカの政策 立案 者た ちの
支配 的 見解 であ り,1983年 カ リブ海 地域経 済復 興
法(TheCaribbeanBasinEconomicRecoveryAct
of1983)と1984年 通 商 関 税 法(TheTradeand
TariffActof1984)に 具体 化 され る こと とな った。
通商ブ ロックを形成す るアメ リカ
1980年 代に入ってアメリカの通商政策 にはい く
っかの顕著な変化が現われた。2)第1は 貿易救 済
法に よる産業保護政策の強化であ り,第2は 公正
貿易政策 と相互主義政策 の推進である。第3は 二
国間協定政策 と地域的特恵政策への転換であ り,
通商ブ ロックの形成はこの政策の 目標 となってい
る。
アメリカは1982年 には ガッ トの多角的貿易交渉
の再開を呼びかけ,現 在進行中の ウル グアイ ・ラ
ウソ ドに参加 しているが,他 方では二国間交渉や
地域的交渉を進めてぎた。 アメリカは通商政策に
おいて両面作戦を展開 してい る。問題は両者が ど
の ような関係にあるかであ る。1984年 にアメリカ
通商代表部上級補佐官 ゲザ ・フィクテ クテ ィ氏
(当時)が 政府公報誌"EconomicImpact"の 編
集者の質問に答 える形でこの問題について興味深
い説 明を行ってい る。3)この説明 で 明らかにされ
たアメ リカの政策的立場は次の ように要約す るこ
1ア メ リカ ・イスラエル自由貿易地域協定
1984年 通商関税法第4編 ・対イス ラエル貿易法
は,ア メ リカがイスラエルとの間で 自由貿易地域
を創設する通商協定を締結する権限を大統領に与
え,そ の条件や手続 きな どを定め,ま た同様の協
定を一定の条件の もとで他の諸国 と締結す ること
を も認めた♂)
アメ リカは イス ラエルと緊密な政治的関係にあ
って,イ ス ラエルに対す る兵器の主要供給国であ
り,貿 易上では一般特恵制度に基づいて特恵を供
与 して きた。両国間の貿易収支は イスラエル側 の
大幅赤字であ り,こ の不均衡是正のためにイスラ
エルは1970年 代か らアメリカに対 して 自由貿易協
定 の締結を求めてきた。アメリカとの自由貿易協
定はイス ラエル産品に対 しアメリカ市場への大 き
な輸出機会を与}る ものであ り,イ スラニルのダ
イヤモ ン ド,事 務機器,電 話機器,電 気機器 ・部
品などの対米輸出増加が期待 された。他方でイス
ラエルもアメ リカに対 して全関税障壁を撤廃す る
か ら,加 工食 品や耐久消費財な ど競争力の弱い産
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業 は大 きな打撃 を受 け るが,巨 大 な ア メ リカ市場
へ の有 利 な輸 出機 会 を確保 す るた めに ,イ ス ラエ
ルはそ の代償 を支 払 う道 を選 んだ ので あ った。
ア メ リカに とって は 自由貿易 協定 はECに 対 抗
して イス ラエル市 場 に進 出す る機 会 を与 え る もの
で あ った。 イス ラエ ルが ア メ リカか らの輸 入 品に
賦課 す る平均 関税 率は1982年 に1Q.3%で あ った。
ECは 農産 物 な ど1部 を除 くイス ラエル産 品 に対
して1977年 か ら 自由貿易 特恵 を供与 し,他 方,イ
ス ラエル はECか らの輸 入工 業製 品の60%に 対 し
80年1月 まで に関税 を段 階的 に撤廃 し,残 余 につ
いて は遅 くと も89年 までに免税 待遇 を与 え る こ と
に した。 イス ラエ ルの対EC製 品 関税 が軽減 され
全 廃 され る とすれ ぽ,ア メ リカ産 品は イス ラエル
市 場 におい てEC製 品 よ り不 利 な立 場 に置かれ る
ことにな る。 ア メ リカ ・イス ラエ ル 自由貿易地 域
の形 成は この不利 を克服 し,高 度 技術 製 品や 産業
機械 や耐 久消 費財 な ど工業製 品 ぼか りで な く農 産
物 を も含 む ア メ リカ産 品が イス ラエル市場 に おい
て優位 に立 つ こ とを可能 にす る もの であ った。5)
1981年 に イス ラエル政 府は ア メ リカ とイス ラエ
ル間 で 自由貿易地 域 を創設 す る構想 を提 案 した。
1983年 に レーガ ン政権 は その創 設 につ いて二 国間
交 渉を 行 うこ とに同意 し,84年 か ら両国 間で 交渉
が 開始 され,85年6月 に ア メ リカ ・イス ラエ ル 自
由貿易地 域 協定(U.S.-lsraelFreeTradeAreaAg-
regiment)が 成立 した。両 国 は 同協 定 に基 づ い て
両 国間 の関税 を10年 間 に段階 的 に引 き下 げ撤 廃す
る こと とな った。 イス ラエ ルが経済 規模 の小 さい
発展 途上 国で あ るため,同 協定は多 くの注 目を集
めな か ったが,そ れ は無差 別 原則か らの逸 脱 で あ
り,通 商 ブ ロックの形 成 であ る とい う点 で重要 な
意 味 を もつ。
第2表 米加貿易関係
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2ア メ リカ ・カナダ自由貿易協定
アメ リカとカナダの経済関係は地理的条件か ら
して非常に緊密であ る。両国の貿易関係を見 ると
第2表 の通 りで,カ ナ ダの輸 出総額に占め る対米
輸出の シェアは1980-87年 に62%か ら73%に 上昇
し,カ ナ ダの対米輸入 シェアは67%前 後の高水準
を維持 した。 カナ ダ貿易の圧倒的部分が対米貿易
〔出 所 〕JeffreyJ,SchottandMurrayG.Smith,eds.,
TheCanada-UnitedStatesFreeTradeAgreement
TheGlobalImpact,1988,pp.9--10か ら .通 関 ベ ー ス
の 数 値.
で あ る。 アメ リカの輸 出総額 に 占め る対加 輸 出の
シ ェアは80-87年 に18%か ら24%に 上 昇 し,そ の
対 加輸 入 シェアは18%前 後 を 占め た。 カナ ダは ア
メ リカに とって最大 の貿 易相 手国 で あ る。 両国 間
貿 易 は80年 代 に入 って一 段 と緊 密化 す る動 きを示
して い る。 両 国間 の貿易 収支 は ア メ リカの赤 字 で
あ り,赤 字額 は.1年 に13億 ドル か ら129億 ド
ル に著増 した。 サ ー ビス収 支は ア メ リカの黒字 で
あ るが,貿 易 赤字 が増 大 したた め,両 国 間 の経 常
収支 もア メ リカ側 の赤 字 に転 じた。
両 国間 の 自由貿易構 想 は こ うした緊 密 な貿易 関
係 を背 景 に して これ まで に も何 回か提 案 された こ
とが あ ったが,実 現 す るに はいた らなか った。 た
だ し,自 動 車産 業 の場合 には そ の特 殊 な事情 か ら
1965年 に 米 加 自動 車 貿 易 協 定(U.S.-Canadian
AutomOtiveProductsTradeAgreement)が 成 立 し,
両 国間 で 自動 車 と同部 品 の 自由貿易 が実 施 され て
きた。 同協定 は ガ ッ トの無 差別 原則 か らの逸 脱 で
あ った が,ガ ッ ト締約 国 は止む を得 ざる例外 と し
て ガ ッ ト規約 第25条 に よ り義務 免除 をそれ に認 め
た ので あ った。6)
1985年 に カナ ダは正式 に米加 自由貿 易地 域構 想
を提案 し,86年5月 か ら両 国間 で交渉 が 開始 され,
87年12月 に両 国は 自由貿 易協 定 につい て合意 に達
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〔出所〕JaquesPelkman,TheInternalMarketsofNorfh
America:FragmentationandIntegrationintheUS
andCanada,1988,p.115.東 京ラウンド実施後の関税 米
通商代表部の数値.各 関税はそれぞれ相手国からの輸入に基
づく加重平均.
し,88年1月 に は米大 統領 とカナ ダ首相 が米加 自
由貿易 協定(U.S.-CanadianFreeTradeAgree-
ment)に 調 印 した。9月 には ア メ リカ上 院が 米加
自由貿易実 施法 案を批 准 し,レ ーガ ン大 統領 が 同
法案 に署 名 した。 これ で同協 定 を発効 させ るため
の米 側 の手続 きは終 わ り,カ ナ ダ側 の批 准 作業が
終 了 し しだ い89年 には 同協定 が発効 す るこ とに な
る。
米 加 自由貿易協 定 の基本 的要素 は関 税 の相互 的
撤廃 であ る。 コン ピュータや電 気通信 機器 な ど少
数 品 目の関税 は協 定発 効 と同時 に撤廃 され るが,
機械類,自 動車 部 品,家 具 な どの 関税 は5年 間で,
鉄鋼,繊 維,農 産物 な どの よ うな輸 入 に敏 感 な重
要品 目の 関税 は10年 間 で段階 的 に取 り除 か れ,
1999年 には両 国間 で互恵 的 自由貿易 が実現 す る こ
とにな る。 同協 定 は またエ ネル ギ ー貿 易を 自由化
す るこ と,サ ー ビス お よび 投資 の分野 で相互 に 内
国民待 遇 を供 与 し,規 制 を緩 和 す る こ とな どを も
定めた♂)
米加 自由貿易協定がカナダに与える利益は,カ
ナ ダ産業に対 して同協定が広大なアメリカ市場に
参入す る機会を拡大すること,最 近 アメ リカにお
いて勢力を強めて きた保護貿易主義の影響を同協
定で回避で きること,ア メ リカか らの投資 と輸入
の増加がカナダ経済を活性化す ると期待 されるこ
とにあ る。アメ リカに とっては,同 協定に よりカ
ナ ダの高率関税が撤廃される効果は大きい。アメ
リカか らの製品輸入に対するカナ ダの平均関税率
とアメ リカの対加製品関税率を製造業の主要分野
別に見れば第3表 の通 りで,ほ とん どすべての製
造業分野で カナダの関税率がアメ リカのそれを大
幅に上回っている。両国間の平均関税 率 を 見 る
とr8)1985年 にアメリカか らの有税品輸入 に対 す
るカナダの平均関税率は9.9%と 高率であ り,カ
ナダか らの有税品輸入に対す るアメリカの平均関
税率は3.3%に す ぎなか った。アメ リカの対加貿
易赤字の1因 は この ようなカナ ダの高率関税であ
ったo第2V=,ア メリカは情報通信,金 融 などの
サービス産業,エ ネルギー産業,高 度技術産業 と
いった比較優位分野における投資の 自由化か らも
大 きな利益を引き出す ことがで きよう。
同協定が実施されれぽ両国間の貿易は大幅に増
大す るもの と考え られる。1つ には貿易障壁の撤
廃に伴って域内分業が拡大するか らであ る。域内
競争の激化 と分業の拡大に よって北米企業の生産
性が上昇し国際競争力が強化 されれば,両 国の域
外貿易収支は改善 され る。第2に,域 外差別によ
る貿易転換効果が生ず る。米加両国の域内輸出は
貿易差別を受け る日本や欧州な ど域外 諸 国 の 対
米 ・対加輸出の犠牲において増大することになる。
域外差別によって域内貿易が拡大 し,域 外貿易収
支は改善される。
しかし米加 自由貿易協定の実施に伴 って米加経
済 の拡大が刺激 されれぽ,域 外輸入の絶対額は増
大 しよう。そ うなれぽ域外差別に よる域外諸 国の
対米加輸出の損失の一部は補われることになる。
しか し米加両国の輸入に占め る域外諸国か らの輸
入 シェアは減少するであろ う。総 じて米加両国の
貿易総額が増大す る中で域外貿易のシェアは低下
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しよう。
米加貿易関係ではアメリカの対加貿易収支 の赤
字 は減少す るであろ う。1つ にはカナダの高率関
税が撤廃 され,ア メ リカの対加輸 出が増大す るか
らであ り,ま た1つ にはアメ リカの対加輸出が 日
欧 な ど域外諸国の対加輸出に一部代位す るか らで
あ る。
3カ リブ海地域構想
カ リブ海地域は アメ リカが伝統的に特別の関心
を有す る地域である。 レーガン政権は1982年 にカ
リブ海諸国経済の総合開発を進めるためのカ リブ
海地域構想(CaribbeanBas三nInitiative,CBI)を 提
案 した。それは 「ミニ ・マーシャル計 画」9)と呼
ばれた野心的計画であ り,議 会において反対派の
圧力によって圧縮 されは した ものの,83年8月 に
は カ リブ海地域経済復興法 として承認され,84年
か ら実施されることとな った。1。)
CBIは 貿易特恵 と経済援助 と税制 による投資
誘 因の供与 とによって同地域の経済開発を促進す
る計画であ り,そ の基本は同地域か らのアメリカ
の輸入に免税待遇 を与 える特恵政策である。繊維,
履 き物,革 製品,石 油な ど一部品 目はその対象か
ら除外 されたが,原 産品要件を満 たす多数品 目に
は免税輸入が認め られた。 しか し他方において,
CBIは アメリカか ら貿易特恵を得ているカ リブ
海諸 国がアメリカの通商に不利な影響を与sる 措
置を導入す る場合 には,CBIに よる貿易上税制
上の特典を失 うことを も定めてい る。
カ リブ海地域構想は アメリカが カリブ海諸国に
一方的に自由貿易特恵を供与す る取決めであ り
,
アメ リカにとって最初の地域的特恵取決めである。
それは発展途上国に対するこれ までの多角的 アプ
ローチ政策か らの逸脱であ り,通 商政策上の重要
な転換を意味す る。アメ リカはすでに一般特恵制
度に基づいてカ リブ海諸国に も特恵を供与してお
り,CBIは これに追加 してカ リブ海諸国に特恵
を与え,他 の途上国を差別す る。 このよ うな地域
的特恵政策 は経済援助や投資刺激政策 と相 まって
同地域をアメリカの通商 ブRヅ クに組み入れ るこ
とになろ う。
5
4政 策転換 の意味するもの
アメ リカが通商政策を多国間主i義か ら二国間協
定政策や地域的協定政策へ と転換 したのは,次 の
ような事情に よるものであった。
第1は 国際経済におけるアメリカの優位が衰退
し,貿 易赤字が著増す るにいた った ことであ る。
産業的優位が後退 したためにガ ットのルー一ルを遵
守す るアメ リカの能力は低下 し,ガ ットにおける
アメリカの指導力は弱まった。国際経済において
優位を占めていた間は,ア メリカは 自国市場を無
差別に開放す ることがで きた し,ま たそ うす るこ
とに よって貿易相手国に も無差別の市場開放を要
求す ることがで きた。貿易相手国にガッ トのルー
ル遵守を働 きかけるに当 って も,相 手国側に残存
す る貿易障壁については寛大 に取 り扱 う余裕をも
っていた。経済力の後退に伴 ってアメ リカはその
ような貿易政策上の非対称性を容認す る余裕を失
い,公 正貿易政策,相 互主義政策,二 国間協定政
策へ と転換するにいたったのであ る。
第2に,80年 代 に入って貿易赤字が著増 したた
めにアメ リカは輸 出市場の拡大のために特別 の措
置を講ずる必要に迫 られた。 アメ リカに とっての
輸 出環境は80年 代 に著 しく悪化 した。世界経済の
成長率が全般的に低下す る中で主要通商国間の国
際競争が激化 してい るためであ り,ま た発展途上
国の累積債務問題がアメ リカの輸出市場であった
途上国の輸入力を低下させているためであ る。ア
メ リカの対EC貿 易収支 は80年 代には赤字へ と転
じ,対 途上国貿易収支 も黒字か ら赤字 へ と転 じ
た11)。二 国間協定政策 あるいは地域的協定政策 は
厳 しい輸出環境の中で輸出市場を拡大す るための
手段である。
この ような状況 のもとで二国間協定政策あるい
は地域的協定政策に よる通商 ブロックの形成は,
アメ リカ通商政策 の基本方針にな った と見て よい。
アメ リカは87年11月 には メキ シコとの間で 自由貿
易協定締結のための交渉を開始す ることについて
合意 に達 した。88年 には台湾や東南アジア諸国連
合(ASEAN)に 対 し自由貿易協定の締結を働 きか
けてい る。アメ リカはアジアに通商ブ 胃ックを拡
大す る政策を進めている。1つ には,ECが92年
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第4表 主要国の成長率 と失業率 C/)
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完成予定 の域内市場統合によって経済 プロヅクと
しての性格を強め る傾向にあ り,ア メ リカとして
は輸 出市場をアジアに求めざるを得ないか らであ
り,ま た1つ には 日本に対抗 して アジア市場を確
保す るためである。
域内経済統合を進めるEC
1980年 代 に ア メ リカが財政赤 字 と貿易 赤字 に悩
まされ たの に対 して,ECは 経済 的停滞 に苦 しん
だ。 第4表 に示 した よ うに,ECの 経済 成長 率は
70年 代か ら80年 代 にか けて大 幅 に低 下 し,.1
年 の平均 成長 率は1.2%で あ り,ア メ リカの2.5%
の 半分 弱にす ぎず,日 本 の4%を 大幅 に下 回 った。
失 業率 は74-79年 には4.8%で あ った が,80年 に
は6.3%と な り,そ の後急上 昇 して85年 には1ユ%
の高水 準 に達 した。EC域 内市場 は加 盟諸 国が設
け てい る様 々な非 関税 障壁 に よ って分 断 され て い
て競 争 の刺激 が弱 く,マ イ ク ロエ レク トロニ クス
に基づ く技 術革新 は 日米 に大 幅 に立遅 れ,そ の結
果 と して の産 業 的停滞 はEC経 済 を弱体 化 させ る
大 きな要因 となった。 この ような経済的停滞か ら
脱出し,日 米に対抗 し うる経済力を再建す ること
がECの 最優先課題 とな り,こ の課題を達成す る
ための政策 として,経 済的国境の撤廃に よる域内
経済統合が推進 され ることとなった。
ECの 創設 を定めた ローマ条約は,関 税の撤廃
ぽか りでな く,貿 易制限効果をもつ数量制限やそ
の他の措置の廃止をも求めていた。EC形 成の当
初においては これ らの非関税障壁は重大性を もつ
もの とは考えられず,ECは まず関税同盟の形成
に向って進んだ。1968年 には域内関税は撤廃され,
対外共通関税が形成 されて関税同盟が成立 し,ま
たほぼ同じ頃 までに共通農業政策 も実施 されるに
いたった。 こうした措置に よりECの 域内貿易は
著増 し,EC貿 易総額 に占める域内貿易のシェア
は増大 した。第5表 に示 した ように,ECの 輸出
総額に占める域内輸出のシェアは,1957-72年 間
に32%か ら50%に 増加 し,イ ギ リスな ど3力 国が
加盟 した73年 後にはさらに増加 して85年 には55%
となった。
域 内関税の撤廃は比較的に容易に行われたが,
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第5表EC貿 易における域内貿易シェア
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went,p.36か ら.国 別の数値はCommissionoftheEuro
peanCommunities,TheExternalTradeoftheEuro
peanCommunity,EuropeanFile,No.1/87,1987,p.2
から.
1)1973年 の数値。
非 関税障 壁 につ いては そ うはいか なか った。多 く
の非 関税 障壁 が残存 したぼか りで な く,新 たな 障
壁 が導入 され た。70年 代の ス タ グフ レーシ ョソ下
でEC諸 国は域 外諸 国 に対 して ばか りで な く域 内
諸 国 に対 して も 自国市場 を保 護す るため の規制 を
導 入 した。各 国 の様kな 工 業規格 や 品質規 制i健
康安 全規 制,環 境 規制,労 働 規制,国 境規 制,間
接 税 の相違 な どは,商 品や サ ー ビスや人 や資本 の
自由な移動 を阻 害 し,域 内市場 統合 に基 づ く単 一
欧 州 経済 の創 出を妨 げ,域 内産 業 の経済 効 率を低
下 させ,EC経 済 に大 きな 負担 を課 す もので あ っ
た。 これ らの非 関税障壁 を撤 廃す るため の努 力は
多年 にわ た り行わ れ て きた が,ほ とん ど成 功 しな
か った 。 しか し80年 代 に入 る とEC諸 国 の雰 囲気
に変 化 が生 じた 。域 内単一 市場 を創 出 し経 済 力を
強 化 しな ければ,ECは 競 争 相手 国で あ る 日米 の
劣位 に立 た され 二流 国 に転 落せ ざ るを えな い との
危 機感 が 高 ま り,EC単 一 の経 済 的枠組 を創 出す
るた め に新 た な努 力が試 み られ る こ ととな った 。
EC委 員会 は欧 州理事 会(EC首 脳 会議)の 要
請 を受け て1985年6月 に 『域 内市場 の完 成』 と題
す る白書 を発表 し,域 内にお け る商 品,サ ー ビス,
労働力,資 本の自由な移動 を妨げてい るすべての
障壁を取 り除 くために300項 目以上の措置を講ず
る必要のあることを提案 し,1992年 までにそれ ら
の措置を実施に移す予定表を発表 した。12)この提
案はイギ リス と西 ドイツが財政制度の共通化につ
いて疑問を表 明しただけで大部分受け入れ られた。
問題はこれ らの提案の各項 目を加盟国に どの よう
に して認めさせ実施させ るかであったが,単 一欧
州議定書(SingleEuropeanAct)が 承認 されたこ
とに より統合政策は軌道 に乗 ることとな った。
単一欧州議定書はmマ 条約の最初の大幅改正
であ った。それは域内市場統合を1992年 までに完
成すべ きことを定 め,そ のための政策決定につい
ては慎重を要する一部の分野を除いて閣僚理事会
におけ る議 決方式を全会一致 の原則か ら限定多数
決方式に改めるな どの改正を行 った。13)1985年12
月ル クセソブル グで開催 された欧州理事会は同議
定書を可決 し,そ れは加盟12力 国に批准のために
送 られ,各 国の批准 ・調印を経て87年7月 に発効
した。
1域 内市場統合のための措置
85年EC委 員会白書は域内市場統合のために除
去 さるべ き300項 目にのぼ る障壁を次の三大項 目
に分類 し説明している。14)
(1)物 理的障壁の除去
物理的障壁は域内諸国の税関での規制である。
この域内国境規制は人や商品や動植物 が国境を通
過す る時に実施 されてお り,諸 国聞の税制や経済
的社会的規制の相違,治 安維持 の必要性な どに起
因す る。税関は国境を移動す る商品についての間
接税の徴収事務を行い,輸 出入制限品 目の検査や
動植物の検疫を実施 し,禁 制品を差 し押え,テR
リス トの移動や麻薬の運搬を防止す るための検査
を行な うなど様 々な規制を実施 してい る。
このよ うな域内国境規制は物理的制約であるば
か りでな く経済的制約でもあ り,そ の存続は域内
市場を各国市場に分断す るものであ り,そ のこと
か ら域内諸国経済に多 くの負担を課 し,経 済的効
率を著 しく損な うことになっている。国境規制に
よる経済的負担の大部分は国境通過にかかわ る各
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種の書類作成の費用 と,検 査や書類作成 に伴 う国
境通過時間の延長による時間の空費によるもので
ある。
88年 には一部の国境手続きが大幅に簡素化 され
た。それ までは国境を通過す る商品について域内
諸 国がそれぞれ別個の書式に よる書類作成を要求
し,EC内 で70種 もの異なる書式が使用 されて き
たが,88年1月 か らは これ らの書式の大部分は統
一行政書類 と呼ぽ され る域内共通の書式 に取 り替
えられた。 この新書式の採用に より商品移動に伴
う書類作成費用は節約されることにな った。旅行
者 については これまでの所,二 国間ベースの措置
に より国境通過手続が簡素化されてきてお り,欧
州旅券の導入などなお改善すべ き余地は多 く残 っ
ている。
(2)技 術的障壁の除去
技術基準,品 質基準,安 全基準,衛 生環境基準,
消費老保護基準など,生 産物についての規制や基
準は域内諸国間で異なってお り,そ の結果 として
域 内貿易は制限され,経 済効果は悪化す る。ある
国で安全 と見なされ合法的に販売されている商品
が他の国では販売を許可されない場合がある。西
ドイツの法律では化学防腐剤を添加 した ビールは
国内での販売が認め られないので,外 国製 ビール
は輸入できなか った。 この法律は87年 になって よ
うや く裁判所が無効 とした。 また例えばチ ョaレ
ー トの品質規制が異なるために
,イ ギ リス,デ ソ
マーク,ア イルラソ ド製のチ ョコレー トは他のE
C6力 国ではチ ョコレー トとしては販売できない。
テ レビ市場についてみると,フ ラン ス はSECA
M方 式を採用 してい るが,イ ギ リス と西 ドイツは
種類の異なるPAL方 式を採用 してい る。国に よ
りテ レビの技術基準が異なるためにフィリップス
社 は欧州諸 国の基準に合わせ るために100種 類以
上 のテレビを生産 している。
この ような基準や規制の相違は域内貿易を制限
す るばか りでな く,輸 出す る場合 には貿易相手国
の基準に合わせて多様な製品を生産 しなければな
らず,企 業の生産 コス トを高めて経済全体に負担
を課す ことになる。これ らの域内障壁はEC共 通
の統一基準や規制を導入することに よって も除去
で きるし,ま たある国で製造販売が認め られてい
る製品は他の国で も販売できるとい う相互承認の
原則を採用す ることに よって も除去 され うる。
現行の政府調達方式 も域 内貿易に対する技術的
障壁 の1つ になっている。政府購入額はECのG
DPの8-9%を 占め,そ の購入契約の90%以 上
は国内業者への発注である。外国製設備を国内業
者が供給す る場合があるが,競 争入札が行われな
いために,政 府購入価格が市場価格 よりも高い場
合が多い。一定金額以上の政府購入契約は公開入
札によらなけれぽな らない ことになっているが,
購入契約の分割や業者 との直接的な購入交渉によ
って政府は競争入札要件を回避することができる。
このよ うに政府調達市場が各国別の市場に分断
され,各 国市場内において も競争が制限されてい
るとい うことは,域 内諸国政府の購入 コス トを高
め,経 済的不効率を もた らす ものであ る。また電
気通 信な ど重要分野が国産技術開発政策に より競
争入札制の例外 とされていることは,研 究開発費
の重複 と市場の分断に結果し経済効率を損なって
い る。
人の 自由な移動 も技術的障壁に よって妨げ られ
てい る。高等教育免状や職業資格 について域 内諸
国間でその取得の基礎的条件を統一 し,あ るいは
域内諸国が相互承認制を導入することに よってそ
の障壁を取 り除 く政策が進め られ ることになって
いる。
道路輸送,鉄 道,内 陸水路 ・海上輸送,航 空に
ついての域内諸国の保護主義的規制を取 り払い,
輸送サー ビス取引の自由化を推進す ることは,共
通運輸政策形成の主要 目標である。輸送サー ビス
はECのGDPの7%を 占めてお り,こ の分野 に
おけ る自由市場の形成は域内貿易 と産業に大 きな
経済的利益を もた らす ことになる。
(3)財 政的障壁 の除去
EC諸 国間では付加価値税の税率 とその対象範
囲が異な り,ま た物品税体系 も違 う。 このよ うな
間接税制の相違を守 り,脱 税を防止す るために,
域 内諸国は財政的な国境規制を実施 している。
付加価値税であれ物品税であれ間接税はそれが
賦課 され る財貨 ・サー ビスの価格に多かれ少なか
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れ転嫁 され,国 毎のその相違は価格水準の相違に
現われ る。間接税制の相違 とその結果 としての物
価体系の相違をそのまま残 しておいて国境規 制を
撤廃すると大 きな問題が生ず る。それ らの相違は
組織的な詐欺行為 と脱税を誘発 し,低 税率国か ら
高税率国へ輸入を増大 させ ることになる。それは
税収の損失であるぼか りでな く,低 税率国 と高税
率国間の貿易を歪める。
そ こでEC委 員会は上述 の白書において域内諸
国間で異なる間接税の構造 と税率をある範囲にま
で接近させ ることを提案 した。アメリカの州際取
引の経験 か ら学んでEC委 員会が提案 した間接税
の開 きの範囲は5%以 内である。 このような間接
税率の格差の縮小は,税 制の相違が生み出す生産
コス トと販売価格の歪みを是正 し,企 業間競争を
刺激 し,生 産効率に基づ く域内分業 と貿易の拡大
を促す ことになる。
これ らの域内障壁を除去 し市場統合を進め るた
めには,EC委 員会がそれに必要な措置(指 令案)
を閣僚理事会に提案 し,同 理事会がそれを採択す
る とい う手続 きが とられ る。市場統合に必要な指
令案は当初の300項 目か ら285項 目に修正 された。
ユ988年9月 末現在のその実施状況を見れぽ第6表
の通 りで,202項 目が提案済みとなってお り,そ
の うちの92項 目が閣僚理事会で採択 され実施に移
された。15)11月初めの時点では市場統合の実現に
必要な指令案は279項 目,そ の うち閣僚理事会で
第6袈EC市 場統合の進捗状況
(…..年9月 末現在,項 目数)
ユ.閣 僚理事会で最終採択 されたもの92
2・EC委 員会から原案提出済み(採 択未
済)の もの110※
小計2Q2
3.EC委 員会が1988年 中に提案予定のもの58
4.EC委 員会が1989--91年 中に提案予定の
もの25
9一
採択 されあるいは基本合意に達 した項 目は107項
目となった016)38%の 進捗率である。EC委 員会
は88年 末 までに全体の90%の 項 目について閣僚理
事会への提案を終 える考えで,そ の後2年 間で大
半の指令案の採択を閣僚理事会に働 きかけ る。当
初 の計画に比べ ると理事会での審議は遅れ気味で
あるが,1992年 の域内市場完成 に向けてECが 一
歩一歩前進 してい ることは確かである。
小計
合計
0
0
【b
8
82
〔出所〕 時事通 僑社 『徴界週報』1988年11月1日 号,13頁.E
C委 員会発 表.※ 印の数値 には閣僚理事会 で部分 的に採択 さ
れた7項 目を含む.
2市 場統 合 か ら生 ず る利益
EC経 済 の統 合を妨 げ る様kな 障壁 はEC経 済
に どれ ほ どの 負担を かけ て い るので あろ うか 。そ
れ らの障壁 を除 去す るこ とに よってEC経 済 は ど
れ ほ どの潜 在的利 益 を得 る ことが で き るで あろ う
か。EC委 員会 は この問題 につ い て詳 細な研 究調
査 を行 い,そ の成 果 を1988年3月 刊 行 の 『欧 州経
済:1992年 の経 済 学』 に発表 した。/i)研 究 の基 準
年次 は1985年,調 査 対象 国は ドイ ツ,フ ラ ンス,
イ タ リア,イ ギ リス,ベ ルギ ー,ル クセ ソブル ク,
オ ラ ンダの7力 国で あ り,企 業 の意 見調査 につい
てはEC12力 国全 体 を対象 に して い る。 基準 年次
にお け る主 要7力 国 のGDP総 額 は2兆9000億
ECU(1ECU=0.76309米 ドル),加 盟12力 国のGD
P総 額3兆3,000億ECUの88%に 達 す る。 同研究
に よれ ぽ,市 場統 合か ら生 ず る直接 的間接 的 な利
益 は次 の通 りで あ る。18)第7表 は それ を表 示 した
もので あ る。
(1)国 境規 制 に伴 う障壁 が撤廃 され る と,輸 出
入業 者 に とって の貿易 費用 が削 減 され,貿 易 品の
価格 は低 下 し,実 質購 買 力が増 加す る。 その利 益
は80～90億ECU,域 内貿 易 のお よそ1.6～1.8,
GDP総 額 の0.2～0.3%に 相 当す る。
(2)市 場 参入 や競争 を制 限す る様kな 基準 や規
制 は価 格 と生 産 に影響 す る。政 府調 達規 制は 輸入
競争 や 国 内競 争 を制 限す るこ とに よって価格 を 引
き上 げ るし,各 国の技 術基 準や サ ー ビ ス 産 業 規
制 は生産 コス トと価格 に影響 す る。 それ らの障壁
を除去 す る こ とに よって得 られ る潜 在的 な利 益は
570～710億ECU,GDP総 額 のL」fO～2,4%を 占め
る。
上 述 の(1)と② の利益 は布 場障 壁 の除去 か ら得 ら
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第7表EC域 内市場完成から生ずる ミクロ経済
的利益1)(EC7力 国,1985年 基準)
(1)貿 易障壁の除去から
生ずる利益
② 生産全般の障壁の除
去から生ずる利益
金額
10億ECU
AB
89
5771
GDPの%
AB
0.20.3
2.02.4
障壁の除去から生ずる利
益 の 合 計(・)65・812・22.7
(3)生 産の再編拡大から
の規模の利益i6061
(4)企 業の不効率 と独占 …
利1閏の減少に よる利益14646
市 場 統 合 か ら生 ず る利 益
の 合 計
(3)と(4)の 合 計(b)
(3)と(4)に つ い て の
別 の 測 定(c)
障壁除去 と市場統合か ら
生ずる利益の総計
(a)+(b)
(a)+{c)
106107
&262
171187
127142
2.02.1
1.61.6
EC12力 国 に 生 ず る
利 益2)(1988年 価 格)
3.63.7
2.12.1
5.86.4
4.34.8
17325714.36.4
咄 所 〕CommissionoftheEuropeanCommunities,Eur.
opeanEconomy:TheEconomicsof1992,Na.35,March
].988,p.157.
1)数 値AとBは(1>と(2)の 推 計 で使 用 され た 情 報 源 泉が 異 な
る こ とを 示 す 。
2)1985年 の7力 国 につ い て の 利 益 総 額1270-1870億ECU
の 対GDP比 を1988年 の12力 国 のGDP6'.適 用 して 得 られ る
利 益 総 額.
れ る直接的な利益であ り,そ の合計額 はGDP総
額 の2.2～2.Qに 達す る。市場障壁の除去によっ
て市場が統合され競争関係が激 し くな ると,次 の利
益が生ず る。
(3)統 合 された大市場において競争が激化する
と,効 率の悪い工場は閉鎖 され,新 投資が増大 し
て産業の再編成が進み,規 模の利益が追求され る。
こうして合理的な産業構造が形成 されると,EC
産業の3分 の1に おいて生産 コス トが1%か ら7
%削 減 され る。生産の再編拡大か ら生ずる規模の
利益は600～610億ECUと 見積 られ,そ の対GD
P比 は2.0～2.1%で ある。
(4)市 場統合による競争の激化か ら得 られ る上
述 の利益のほかに,企 業の不効率性を除去するこ
とによっても利益が得 られ る。企業内における労
働 力や物的資源や資金の不適切な配分は生産 コス
トを引 き上げ る。それは過剰人員や過剰在庫や過
大な間接費 とい う形を とる。弱い競争条件はその
ような不効率を生み,ま た過大な利潤 あるいは独
占利潤を許容す る。競争の激化は企業 内の不効率
と独 占的利潤を取 り除き,生 産 コス トと価格を引
き下げることになろ う。 こうして得 られ る利益を
市場統合の他の利益 と区別 して推計す ることは容
易でないが,あ る測定方法に よる推計に よれぽ,
その利益は460億ECU,GDPの1.6%と な る。
(3)と(4)に示 された市場統合か ら生ず る潜在的利
益はその長期的効果であ り,そ れが実現す るため
には数年を要するであろ う。他の測定方法 による
推計を も考慮すると,(3)と(4)の 利益の 合 計 額 は
620～1070億ECUの 範囲内にあ り,そ の対GDP
比は2.1～3.7%と な る。
上述の(1)～(4)の利益は,市 場障壁の除去 と市場
統合に よって財 ・サービスの価格が競争的水準に
低下す ることか ら生ず るものである。 これ らの利
益の総額はEC7力 国について1270～1870億EC
Uの 範囲内にあ り,GDP総 額の4.3～6.4%に 達
す る♂9)EC12力 国の1988年GDP総 額について
同 じ比率を適用すれぽ,そ の利益総額は1730～25
70億ECUで ある。
市場統合に よる ミクロ経済的利益が中長期的に
ECGDP総 額 の4.3～6.4%に 達するとい うことは,
域内市場の完成に伴 ってそれだけ経済活動が活性
化 し,マ クロ経済的効果を生む ことを意味す る。
EC委 員会の上記研究の推計に よれぽ,市 場統合
のマ クg経 済的効果は第8表 の通 りである。
市場統合完成の5,6年 後にはその経済効果が
現われて,イ ソフレ率は低下 し,財 政赤字は減少
し,域 外諸 国 との経常収支 も改善され,そ こに拡
大的経済政策を実施す る余地が生ず る。 しか しそ
のよ うな措置を実施 しない場合に もGDPは 市場
統合完成の数年後には統合前 よりも4.5%上 昇 し,
雇用はユ80万人増加す る。消費者物価は6.1%低 下
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第8表EC域 内市場の完成から生ずるマ
クロ経済的利益1)
一11一
経済政策上の
措置
経済政策上の措
置を伴おない場
合2)
経済政策上の措
置を伴 う場合2)
GDP
変化率
%
4.5
7.0
者
価
率
費
化
%
消
物
変
一6
.ユ
一4 .5
雇
増加数
lDO万人
用財政赤字
改善幅
対GDP比
%
1.8
5.0
2.2
1
対外収支
改善幅
対GDP比
p/o
]..0
一 〇.2
〔出 所 〕CommissionoftheEuropeanCommunities,Eur-
opeanEconomy:TheEconomiesof1992,pp.159,165.
1)域 内 市 場 完 成 の5-6年 後 に 生 ず る 利 益 。
2)誤 差 の 範 囲 は ±30%.
し,財 政赤字は対GDP比 で2.2%も 改善 され,対
外収支は同 じく対GDP比 で1%改 善 される。対
外収支を大幅に悪化 させない範囲内で拡大的経済
政策 が実施され る場合 には,GDPはz.o%も 上昇
し,雇 用は500万 人増加す る。消費者物価低下率
は4.5%,拡 大政策が実施 されない場合 よ りは小
幅 となる。 財政赤字の改善幅は対GDP比 で0.4
%に 縮小す る。 対外収支は同じく対GDP比 で0.
2%悪 化す る。
3市 場統合 の国際経済的意味
ECは すでに関税同盟を形成 し共通農業政策を
実施 してい る。関税同盟は共通関税によって域外
を差別 し,共 通農業政策は域外か らの輸入に可変
の課微金を賦課す ることによって農産物輸入を大
幅に制限してきた。今回のECの 市場統合は域内
非関税障壁を取 り除 くことに よって域 内市場の完
成を 目ざす ものであ り,域 内市場が完成すれぽ域
内貿易は国内取引 とほぼ同性質の ものに転ずる。
それは例えばアメリカの州際取引 と類似 した もの
に近づ く。
域 内市場障壁を取 り除 くとい うそのこと自体が
域外 に対す るECの 輸入障壁を高め る。例えば,
域内 トラック輸送の 自由化は域内貿易 の輸送 コス
トを引 き下げることによってEC段 階での輸入障
壁を高める。EC産 業 に適合的な工業規格の統一
は,域 外産業に対す る市場障壁の形成 となる。そ
れゆaア メリカ政府は自国企業の輸出障壁になる
よ うなEC工 業規格の設定に反対 してECに 対 し
繰 り返 し警告を発 してい る。20)政府調達市場の開
放に際 してはECは 域外に対 し相互主義の原則を
採用す る方針であ り21r)こ れ によ り政府調達市場
では域外企業の参入が制限 され る公算が高い。
域 内市場統合 によってEC貿 易 における域内貿
易のシェアは一段 と高 まることになろ う。1つ に
は域内市場障壁 の除去によ り域内分業が拡大す る
か らであ り,ま た1つ には域外差別によって域外
か ら域 内への貿易転換が進むか らである。また域
内市場競争の激化に刺激 されて生ず る域 内産業の
生産性 の上昇は貿易転換効果を一段 と促進す るで
あろ う。 こうしてEGの 対外貿易収支は大幅に改
善 され る。
ECお よびその加盟諸国は これまでに域外諸国
か らの輸入に対 して さまざまな規制措置を実施 し
て きた。繊維,鉄 鋼,自 動車のほかにアル ミ,履
物,テ レビ,VTR,フ オー クリフ ト・トラック,
マ シニソグ ・セ ソター,船 舶,航 空機な どの品 目
が輸入規制あるいは輸出国の輸出 自主規制の対象
となっている。22)EC輸 入に占める保護貿易の比
率は,農 産物を も含め ると1974年 の36%か ら80年
には45%に,製 品輸入での規制比率は 同 期 間 に
0.1%か ら16%に 上昇 した。23)80年代に輸入 規 制
や輸 出国の対EC輸 出自主規制は拡大 してきてお
り,そ の比率は一段 と上昇 しているはずであ る。
19$5-$6年 にECの 対 日輸入はその40%が 規制 さ
れている。24)
市場統合の進展は国 レベルでの輸入規制を困難
にす る。市場統合が進む とEC域 内の通関手続は
無 くな り,国 別の輸入規制は尻抜けになる。現在
の輸入規制の多 くは加盟国が実施 してお り,そ の
国 レベルでの規制は市場統合完成に伴 ってECレ
ベルでの規制に転換 され拡大 され ることにな るで
あろ う。域内市場統合 と域外か らの輸入規制 とは
相まって域外差別を強化し,経 済 ブロックの形成
に導 くことになる。
ECと 貿易上最 も緊密な関係にあ るEFTAは,
EC市 場統合の域外差別による不利を回避す るた
めにECと の市場障壁を撤廃す る必要に迫 られ,
88年 に入 るとEFTAとECは 両機構間の市場 障
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壁 を撤廃 して欧州経済圏を創設す るために交渉を
開始 した。1部 のEFTA諸 国はEC加 盟を検討
してお り,EFTAがECと の統合に より発展 的
に解消す る可能性 も高 まってきた。25)経済ブ ロッ
クはその域外差別に よって経済領域を拡大す る動
力を内包 してお り,EC市 場統合はそ うした動力
に よって欧州経済圏の創設に向って前進す ること
になろ う。
世界経済の分裂と統合
世界経済を編成する枠組 として 自由貿易体制が
経 済的合理性を もっていることはすでに理論的に
証明されている・ しか し自由貿易体制の現実性は
経 済的に国際優位を占める国kの 指導性にかか っ
ている。事実,ガ ット体制は世界経済において圧
倒的優位にあったアメリカが主導的役割を演 じて
創設 したものであった。
自由貿易体制は経済力の強大な国がそれを支}
るための コス トを負担 しなければ崩壊す る。経済
的に弱体化 したアメ リカはガ ッ トの精神を具体化
す る能力を失い,二 国間協定政策や地域的特恵政
策 に基づ く通商ブ ロックの形成へ と向っている。
ECは 経済的停滞か ら脱却 し経済力の再建を図る
ために経済ブ ロックの形成に着手 した。
このような米欧の通商政策は保護貿易主義強化
の傾 向と相まって世界経済を分裂の危機 に陥れて
い る。 しか し他方において国際資本移動は一段 と
活発化 して きた。EC域 内市場統合が創 り出す新
たな投資機会に魅せ られて 日米企業の対EC投 資
は活発化 し,ま た米加 自由貿易協定が創出す る市
場機 会を利用するために 日欧企業の対米加投資は
増 大す る動 きを見せている。国際資本移動の拡大
は商 品,サ ー ビス,労 働力,生 産技術の国際的移
動を伴い,世 界経済は この面か ら相互依存関係を
強めている。
世界経済は分裂への傾向を強めなが ら,他 面で
は統合への動 きをも見せている。世界経済の統合
を促進 し自由貿易体制を維持することは,経 済力
を強化 した 日本の国際的責務 となった。 日本は 自
国市場の開放を進めて輸入を拡大 し,国 際投資を
先進国に対 してぼか りでな く発展途上国へ も拡大
してその経済的発展を図ることを求め られている。
現在進行中のガ ットの ウルグアイ ・ラウン ドは
自由貿易体制 の前途を決める重要な交渉である。
新 ラウソ ドが成功すれぽ,米 欧二大経済 ブロック
の域外差別的性格は弱め られ,世 界経済は統合に
向って一歩前進 しよう。 しかしガ ットを支えてき
たアメリカは経済力が弱 くなって主導的役割を演
ず ることができず,ECに はガ ットを支える意思
がな く,日 本はガ ッ トを維持するための コス トを
支払 うことに消極的であるとすれば,新 ラウソ ド
は良い成果を収めえず,世 界経済は ブRッ ク化の
傾 向を強め ることになろ う。
〔1988年12月10日脱稿〕
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